
大竹市告示第８４号 

大竹市自転車用ヘルメット購入費補助金交付要綱を次のように定める。 

令和７年４月１６日 

大竹市長 入 山 欣 郎 

大竹市自転車用ヘルメット購入費補助金交付要綱  

（趣旨） 

第１条 この要綱は、自転車を利用する市民の自転車用ヘルメットの着用を促

進し、自転車乗車中の事故による負傷の軽減を図るため、自転車ヘルメット

を購入した市民に対し、予算の範囲内において大竹市自転車用ヘルメット購

入費補助金（以下「補助金」という。）を交付するものとし、その交付に関し

ては、大竹市補助金等交付規則（昭和４８年大竹市規則第３７号）に定める

もののほか、この要綱の定めるところによる。 

（定義） 

第２条 この要綱において「自転車用ヘルメット」とは、自転車乗車時に着用

し、交通事故の衝撃及び転倒から頭部を保護する目的で製造されたもので、

次の各号のいずれかに該当するものをいう。 

(１) 一般財団法人製品安全協会が安全基準に適合することを認証したＳＧ

マークが付されたもの 

(２) 公益財団法人日本自転車競技連盟が安全基準に適合することを認証し

たＪＣＦマークが付されたもの 

(３) 欧州連合の欧州委員会が安全基準に適合することを認証したＣＥマー

クが付されたもの 

(４) ドイツ製品安全法が定める安全基準に適合することを認証したＧＳマ

ークが付されたもの 

(５) 米国消費者製品安全委員会が安全基準に適合することを認証したＣＰ

ＳＣマークが付されたもの 

(６) 前各号に掲げる安全基準に類するものの認証等を受けたマーク等が付

されたもので、市長が認めるもの 

（補助対象者） 

第３条 補助金の交付を受けることができる者（以下「補助対象者」という。）

は、次の各号のいずれにも該当するものとする。 

(１) 自転車用ヘルメットを購入し、それを使用する者 

(２) 補助金の交付を申請する日（以下「申請日」という。）において、本市

の住民基本台帳に記載されている者 

(３) 世帯全員が、市税を滞納していない者 



(４) 世帯全員が、大竹市暴力団排除条例（平成２４年大竹市条例３号）第

２条第１号に規定する暴力団、同条第２号に規定する暴力団員若しくは同

条第３号に規定する暴力団員等又はこれらの者と密接な関係を有する者で

ないこと。 

（補助対象経費） 

第４条 補助の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、新品の自

転車用ヘルメットの購入に係る費用（消費税及び地方消費税を含む。）であっ

て、次の各号のいずれにも該当するものとする。 

(１) 市内に所在する店舗で購入した新品であること。 

(２) 国、地方公共団体その他の団体による他の補助金を受けて購入するも

のでないこと。 

(３) 申請日の属する年度の４月１日から申請日までの間に購入した自転車

用ヘルメットの購入費用であること。 

２ 前項の規定にかかわらず、クーポン券、ポイント等で値引きされた額は補

助対象経費から除くものとする。 

３ 補助対象経費となる自転車用ヘルメットの数は、補助対象者１人につき１

個を上限とする。 

（補助金の額） 

第５条 補助金の額は、補助対象経費に２分の１を乗じて得た額（その額に１

００円未満の端数があるときは、これを切り捨てた額）とし、３千円を上限

とする。 

２ 次条第３項の規定により２人以上の補助対象者に係る補助対象経費を合わ

せて申請するときは、前項の規定によりそれぞれ算定した額の合計額を補助

金の額とする。 

３ 補助金の交付の回数は、補助対象者１人につき１回限りとする。 

（交付の申請等） 

第６条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、購入

した日の属する年度の３月３１日（閉庁日の場合にあっては、直前の開庁日）

までに、大竹市自転車用ヘルメット購入費補助金交付申請書兼請求書（様式

第１号）に次に掲げる書類を添付して、市長に提出しなければならない。 

(１) 自転車用ヘルメットの購入時の領収書又はレシートの写し（購入者、

購入日、購入価格、商品名及び購入した店舗が確認できるもの） 

(２) 第２条各号に掲げる安全基準に係る認証等が付されていることが確認

できる書類の写し 

(３) 口座名義人、口座番号等が明記されている通帳又はキャッシュカード



の写し 

(４) その他市長が必要と認めるもの 

２ 前項の規定による書類の提出は、持参又は郵送（３月３１日までの消印を

有効とする。）によるものとする。 

３ 同一世帯で２人以上の補助対象者がある場合は、同一世帯の代表者が申請

者となることができる。 

４ 補助対象者が、未成年者の場合は、当該未成年者の保護者が代わって申請

を行うものとする。 

（交付の決定） 

第７条 市長は、前条の規定による申請があったときは、その内容を審査し、

適正と認めたときは補助金の交付を決定し、大竹市自転車用ヘルメット購入

費補助金交付決定兼確定通知書（様式第２号）により、補助金を交付しない

ことを決定したときはその理由を付して、大竹市自転車用ヘルメット購入費

補助金不交付決定通知書（様式第３号）により、当該申請者に通知するもの

とする。 

２ 市長は、前項の規定により補助金の交付を決定したときは、速やかに当該

補助金を交付するものとする。 

（交付決定の取消し） 

第８条 市長は、申請者が偽りその他不正の方法により補助金の交付を受けた

ときは、補助金の交付の決定の全部又は一部を取り消すことができる。 

（補助金の返還） 

第９条 市長は、前条の規定により補助金の交付の決定を取り消したときは、

既に交付した補助金の全部又は一部を返還させるものとする。 

（その他） 

第１０条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和７年６月１日から施行する。 

（補助対象経費の特例措置） 

２ 第４条第１項第３号の規定にかかわらず、令和７年度の自転車ヘルメット

の購入費用は、この要綱の施行の日から申請日までの間に購入した自転車ヘ

ルメットの購入費用とする。 

 

  



様式第２号（第７条関係） 

 

   年  月  日  

 

様 

 

 

大 竹 市 長   

 

 

大竹市自転車用ヘルメット購入費補助金交付決定兼確定通知書 

 

  年  月  日付けで交付申請のあった大竹市自転車用ヘルメット

購入費補助金については、次のとおり交付決定したので、大竹市自転車用ヘル

メット購入費補助金交付要綱第７条の規定により通知します。 

 

 

・交付決定額（確定額）          円 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

様式第３号（第７条関係） 

 

   年   月   日   

 

様  

 

 

大  竹  市  長    

 

 

大竹市自転車用ヘルメット購入費補助金不交付決定通知書  

 

  年   月   日付けで交付申請のあった大竹市自転車用ヘ

ルメット購入費補助金については、次の理由により不交付とすること

に決定しましたので、大竹市自転車用ヘルメット購入費補助金交付要

綱第７条の規定により通知します。 

 

 

・不交付決定理由 

 

 

 


